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I はじめに

近年、世界銀行や IMF等国際援助機関は、

実施するプロジェクトの効果を最大限に引き

出すべく、当該国政府の経済状況のみならず、

政治的・制度的な状況についても多くの関心

を払う傾向にある。過去数十年にわたる試行

錯誤のなかで、開発研究におけるいくつかの

コンセンサスが形成されつつあるが、こうし

た公的制度の質・効率性を重要視する姿勢も

また、その一つであるといえよう。本研究は

このような議論の流れを受け、公的制度の効

率性が経済成長に及ぼす影響について、内生

的成長理論、成長回帰(Growth Regres-

sion)といったツールを用いて考察すること

を目的としている。

制度に注目した成長回帰分析は Mauro

(1995)、Knackand Keefer (1995)など、

民間コンサルタント会社が作成したデータを

用いた一連の研究を端緒とする。それによれ

ば制度の効率性は①民間投資率、②(最適な

組み合わせの投資が実現されないという意味

での)民間投資の効率性、との二つのチャン

ネルを経由して成長率に影響するとの結論が

導かれている。

一方、劣悪な公的制度に伴う汚職は、政府

による財政支出配分の決定プロセスに重大な

影響をもたらすことが指摘されている

(Mauro1997 ; Tanzi and Davood 1997)。

本稿ではこうした議論を背景として、制度が

成長率に影響するチャンネルとして新たに公

共投資に焦点を当てる。議論の軸となるのは、

汚職は公共投資が本来持ちうる効果を阻害し、
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経済成長率を低下させるのではないかとの認

識である。この点については、先行する理論・

実証研究において必ずしも十分な議論がなさ

れているとはいえず、したがって本研究の主

要な貢献となる。

以下、第E節で、汚職の議論に基づき、そ

れが公共投資に及ぼす影響について考察する。

第E節では、公共資本に生産的な役割を付与

した Futagamiet al. (1993)の内生的成長

モデルに若干の拡張を加え、汚職が経済成長

に及ぼす影響について分析する。つづく第N

節では、前節までの理論的考察より導かれた

仮説について、成長回帰分析のフレームワー

クに基づく実証分析を試みる。第V節は結論

に当てられる。

H 制度と経済成長

劣悪な公的制度に伴う最も顕著な事態は、

政治家・官僚・公務員による汚職の蔓延であ

る。成長回帰分析の理論的背景となる条件付

き収束性仮説に基づけば、かかる制度要因は、

各国経済の定常状態値への影響を通じて経済

成長率に作用すると考えることができる 1

またより具体的には、汚職は民間部門の投資

インセンティブを損なうことで成長率を低下

させることを指摘できる。本節はこうした議

論を概観した上で、政官の汚職による政府支

出、とりわけ公共投資への悪影響を本研究に

おける視点として提示することを目的とする。

以下、第一に、制度の理解を簡単に示した

1 Barro and Sa-la-i Martin (1995)など参

照。

後、民間投資率をチャンネルとした汚職の弊

害について議論を整理する。つづ、いて次節、

理論分析の予備的考察として、汚職が政府の

支出パターンに及ぼす具体的な悪影響につい

て議論する。

1 公的制度について 2

政治体制にかかわりなく、政府は圏内にお

ける規律の維持、財産権の保障、さらに政策

の立案と実行、徴税、公的サービスの供給な

どをその基本的役割とする。これら一連の業

務は、具体的には官僚制度や司法制度等が整

備されて初めて可能となるが、本研究では以

下、制度として第ーにこのような政府の活動

を支える公的制度を念頭に置く。

一般的に制度は、法的に裏付けられた公的

制度だけではなく、組織内規や慣習、さらに

はイデオロギーなどをも含めてより広義に定

義されている。したがって本研究はいわば狭

義の制度をその分析対象とするが、この姿勢

は制度に関する次のような議論によって裏付

けることが出来る。第一に、制度は関連する

他の諸制度が整備されて初めて機能しうると

いう意味で、すぐれて相互補完的な性質をも

つこと、第二に、根幹となるべき制度の変化

は経済システム全体に大きな影響力を持つと

いうこと、以上二つの議論である。中心的な

制度の改革が経済システム全体に波及すると

の“ドミノ倒し論"はこのような認識に基

2 本節における制度の議論は、おもに Linand 

Nugent (1995)、奥野・青木(1996)に基づい
ている。
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づくが、公的制度はここでいう中心的な制度

にあたるといえ、したがって公的制度の役割

を重視する本研究のアプローチに一定の意義

を見出すことが出来る。

また、以下の議論を進める上で次の二点に

言及しておきたい。第ーには、経済活動に影

響を及ぼすのは、制度そのものの有無という

よりも、むしろ当該制度が目的とする機能の

実現度合いであることである。しばしばこう

した機能の実現度合いは、制度効率性と呼ば

れている。

また第二に、本研究では非効率的な公的制

度のもとで典型的にみられる事態として、政

治家・官僚・公務員による汚職に焦点を当て

る。 Rose-Ackerman(1998) は、汚職は独

立した現象というよりも、水面下に潜む問題

に起因する一症状であることを指摘している

が、先の制度の理解に従えば、かかる事態を

招いた原因の一端は、官僚・公務員の研修制

度、あるいは彼らの行動を監視し、さらには

不正を取り締まるべき制度など、広範に渡る

公的制度群が機能していないことにある。す

なわち汚職の存在はこうした多くの公的制度

の効率性を反映するものといえるだろう。

2 汚職と経済成長

汚職がもたらす影響に関しては、取引費用

や不確実性の増大、あるいは財産権に対する

脅威など、いくつかの経済学的な概念により

説明されているが、そこで通底しているのは、

資源配分への悪影響を通じて成長率を低下さ

せるとの認識である。

Mauro (1995)、Knackand Keefer (1995) 

は内生的成長モデルにおける課税の影響分析

を援用するかたちで3、汚職は民間部門の投

資決定行動をチャンネルとして成長率の低下

をもたらすと論じている。ここで生産設備等、

資本財の導入に際して官僚に対しなんらかの

利益供与が必要とされる場合、 AK型内生的

成長モデルによれば、こうした事態は資本収

益率の悪化をもたらし、最適な民間投資率の

達成を阻むことになる。したがってそこでは

最適な成長経路は達成されることはない。ま

たAK型内生的成長モデルを、二種類の資本

を投入要素として想定する形で拡張した

Easterly (1993)のモデルにしたがえば、賄

賂の存在は最適な民間投資水準の達成を阻む

のみならず、二種類の資本の最適投入ベクト

ル達成を阻む形で、投資の効率性をも悪化さ

せることになる。すなわちこのとき仮に民間

投資率自体には変化が生じなかったとしても、

成長率は低下することになる。

以上のモデルに基づくとき制度効率性の悪

化は、①民間投資率の低下、②(最適な投資

の組み合わせが実現されないという意味での)

民間部門における投資の効率性の悪化、とい

う二つのメカニズムを通じて成長率に悪影響

を及ぼすと考えることができるに

3 こうした議論の背景には、課税と賄賂との境

界線はしばしば不明瞭であるとの認識がある

(たとえば Shleiferand Vishny(1993))。
4 関連する議論として、 Murphy，Shleifer 
and Vishny(1991)が指摘する人的資本の部門
間資源配分の失敗に言及しておきたい。彼らの
フレームワークにおいて成長率は、生産部門に
属する最も有能な人材の能力によって決定さノ
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3 汚職と公共投資

贈収賄の存在は民間部門における資源配分

の悪化に帰結することを上に論じてきたが、

こうした負のメカニズムは公的部門における

資源配分問題において、より深刻なものとな

ることが予想される。公的な予算配分の決定

プロセスは程度の差こそあれその多くが政官

の裁量下にあることから、汚職の影響はより

直接的なものとなるだろう。この点について

Tanzi and Davoodi (1997) はより具体的

に、巨大なインフラプロジェクトなどが不正

行為の舞台となる傾向にあること、さらに腐

敗した政治家・公務員はプロジェクトの採択

やその立地選択、あるいは民間企業による入

札プロセスといった段階で、その影響力を行

使する可能性が高いことを指摘している。こ

こで起こりうる事態は、贈収賄に参加するプ

レイヤーが有するインセンティブとその行動

に注目するとき、以下のように整理できる。

Shleifer and Vishny (1993) は汚職の

「違法性」という性質に注目し、それが汚職

による悪影響をより深刻なものとすると論じ

ている。政治家・官僚は賄賂の徴収とともに、

当然、そうした不正行為の露見防止に努めるこ

とになる。したがって第一に、彼らは、より

安全に、より多額のコミッションを得ること

が可能なプロジェクトを選択するとともに、

その規模を拡大するインセンティプを有して

¥れるものとして定式化されている。ここで汚職
の横行、すなわち公的部門における汚職報酬の

拡大が生じた場合、それは同部門への人材の一
極集中を生み、生産部門、ひいては経済全体の
成長率を低下させると論じられている。

いるといえるだろう。また入札に成功した企

業は、課されたコミッションをプロジェクト

費用に上乗せすることで、さらには事業の質

を低下させることで5、回収する傾向にある。

したがって公共プロジェクトにまつわる汚職

は、事業総額の膨張、プロジェクトの乱立と

その必要以上の巨大化・複雑化、もしくは質

の低下といった事態に帰結することになる。

また第二に、為政者・政治家は自らの名声

を高めるために、もしくは自らの支援者に対

する利益供与を通じて支持基盤を強化するた

めに、公共投資に介入するインセンティブを

有している。加えて政治家は生来、より大き

なデモンストレーション効果が期待できる大

型プロジェクトを好む傾向があることも指摘

しておくべきだろう。何ら生産的価値のない

モニュメントの建設や、経済性を無視した空

港の建設、鉄道の敷設といった事態は、こう

したインセンティブを有する政治家の行動の

結果であるといえるだろう。

したがって汚職は、公的な予算の着服とい

う直接的な弊害のみならず、プロジェクトの

選定・実施にあたり非経済的要因を介入させ

ることで、公共投資の配分に歪みをもたらす

といえるだろう。公共資本は、各施設の相互

作用の中で生産効果を持っと考えられるが、

汚職に端を発する歪みの存在は、それらが本

来持ちうる筈の効果を損なうことになる。ま

たTanziand Davodi (1997)は配分の歪み

のー形態として、巨大インフラ偏重の公共投

5 汚職機会を増やすべく、意図的に施設を劣化
させるケースも報告されている。
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資は、実際のところそれらの運転・メンテナ

ンス費用の犠牲のもと実施される傾向にある

ことを重視している。すなわちこうした支出

の歪みは、既存施設の生産性にも悪影響を及

ぼすことになる。

本節の議論を終えるにあたり次節の理論的

考察に向けて、上に論じた事態を次の三つの

ケースに整理しておきたい。すなわち汚職の

蔓延は

① 公共投資が政府支出に占める比率を増大

させる可能性がある。浪費・巨大プロジェ

クトの乱立などがその背景にある。

② 政官による公共投資予算の着服の日常化

を意味し、公共資本蓄積を臨書する。

③ 公共資本が本来持ちうる効果を損なう。

その背景としては、インフラストラクチャー

の配分・立地・規模が適切でない、施工業

者による手抜き工事、あるいはメンテナン

スが十分でないといった事態が考えられる。

E 汚職・公共投資・経済成長一内生的成長

モデルによる考察

本節では汚職の公共投資をチャンネルとし

た影響について、政府部門入り内生的成長モ

デルに基づく理論的考察を行う。

政府部門入り内生的成長モデルは Barro

(1990)によって初めて提示されたが、その

基本となるアイディアは、税として徴収され

た生産の一部が政府支出の形で生産要素とし

て用いられること、また投資に正の外部性を

付与している点にある 6。生産関数にこの工

6 この工夫は“Learningby Doing"とのノ

夫を盛り込むことで、新古典派成長モデルに

見られる資本の収穫逓減現象が回避され、定

常均衡における内生的成長を実現することが

できる。また後述するように、税率の上昇は

均斉成長率に対して双方向の効果を持つこと

から、税率と成長率との聞には逆U字型の関

係が成立するとの結論が導かれている。

Barroのモデルは以上の興味深いインプリ

ケーションを有する一方で、政府支出がフロー

の変数として取り扱われていることが、かね

て問題点として指摘されてきた (Turnovsky

2000) 0 Futagami et al. (1993) はこの点

について、第一に、政府支出のうち、高速道

路・空港といったインフラストラクチャーの

整備などに向けられる公共投資については、

ストックの変数として定式化する方が望まし

いこと、第二に、生産活動における公共資本

の重要性が近年の実証研究において示されて

いること、などを指摘し、政府支出をストッ

クの変数として定式化した。こうした拡張に

よって上に示した Barroモデルのインプリ

ケーションに本質的な変更は生じないものの、

移行動学を有している点で Futagamiらのモ

デルはその性質を異にしているといえる o

ここでは経済成長における公共投資の重要性

と、汚職がそれに及ぼす影響力と鑑み、

Futagamiらのモデルにもとづき考察を行う。

以下、第一に Barro-Fu tagamタイプの内

生的成長モデルを概観し、基本モデルとして

¥形で正の外部性を想定した Arrow (1962)、
Romer (1986)に習うものである。

7 社会厚生の最大化に関しでも Barroモデルの
それとは異なる結論が導かれている。
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提示する。つづいてこのモデルに依拠しなが

ら、前節で集約された腐敗により発生する三

つのケースについてそれぞれ考察する。

1 基本モデル

(1)定式化

ここで想定する経済は、新古典派成長モデ

ル同様、一つの財のみが存在し、二つの経済

主体、代表的家計と民間企業によって構成さ

れている。前者は無限の時間視野を有し、通

時的な予算制約もと、消費と投資の異時点間

資源配分を行うことで経済の運行を実質的に

決定付け、後者は、各時点において静学的な

利潤最大化行動をとる。

このモデルの目的関数である、代表的家計

の総効用は次のように定式化される。ここで

Cは一人当たりの消費であり、 ρ>0は通時

的に一定の値をとる時間選好率である。

U=.rou(仇ー匂

ここで瞬時的効用関数には慣例通り CIES

型、

唱

-
A

一一一
O

σ
-
-

ト

-
1

p
u

一一一、、E
ノ

P
し〆，、、u

 
を用いる。 Uは異時点間代替弾力性である。

各企業の生産関数は Barro(1990)、Barro

and Sa-la-i Martin (1995)に習いコブダグ

ラス型、

Qi = AL7.Krα・Gα(0<α<1) 

として定式化する。ここで込は各企業の生

産、また K;とL;はそれぞれ各企業の労働・

資本の投入を、そして Gは公共資本を表し

ている。総労働Lは一定であると仮定する。

この生産関数の性質としては、 LiとKiに関

して収穫一定であること、また各投入要素の

限界生産物の正値性、逓減性を指摘できる。

このとき Gが一定であれば、新古典派モデ

ル同様に総資本K に関する収穫逓減性が生

じるが、 Barroの定式化では GはK ととも

に成長することになる。この工夫により Ki

とGに関する収穫一定性が成立し、内生的

成長が実現されることになる o

また次式に示すように、政府は産出に τの

率で課税し、集められた税収 Tを公共投資

Gと、一括移転 CLump-sumTransfer) の

形で家計に還元され生産活動に寄与しない、

その他支出に配分すると想定する o

T=τQ= G+N 

ψを税収の公共投資への配分比率(以下、公

共投資配分率と呼ぶ)を表すものとすれば、

公共資本の蓄積は、

G=ψT=τψQ 

となる。 τψ は、この経済の公共投資率に当

たる。またその他支出は、

N=Cl一ψ)T=τc1 ψ)Q

として表される。以上を総じて、経済全体の

資源制約式を、

c= Q-K-T+N 

8 各企業生産関数の集計については Barroand 
Sa-la-i Martin(1995)大住訳版 pp268訳注参

照。

9 その他支出は政府の財政支出をより一般化す
るために、本稿であらたに加えた。ただし一括
移転の形をとっているために、定常状態におけ
る国民の所得・消費レベルを除き、モテソレに大

きな変更をもたらすことはない。
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と定式化できる。

以上の体系は、すべて一人当たり変数に変

換し、かっ Lを 1で基準化すれば以下の集

約型に書き換えることが出来る。

(川 =Ak(fJ 生産関数

ト(1ー叩刈fY-c民間資本蓄積式

間 g=叩q=τψIAk(訪公共資本蓄積式

各家計が直面する最適化問題(分権問題)

は次のように定式化される。

MaxU = I u(c)e-ρtdt 
(p) C ，)0 

s.t. k = c1一τrp)Ak(g/k)a-c

Barro-Fu tagami は、家計が異時点最適化

問題を解くに際して、自らの決定にもとづき

生産された財が、課税を通じ公共資本蓄積と

なることーすなわち正の外部性をもたらすこ

と、を認知せず、いわば視野狭窄な意志決定

を行うものと仮定している。 したカまってここ

で取り扱う分権問題の制約条件に、公共資本

蓄積式は含まれていない100

通常の動学的最適化の手法に従いこの問題

を解くことで、最適消費経路(オイラ一方程

式)が次式のように得られる。

凶2=t[(lー叩)A(引い

10 この仮定により、分権的に得られる競争均衡
解はパレート最適になり得ない。計画者問題でl

は制約条件に公共資本蓄積式が含まれることに

なる。この分析については Futagamiet al. 
(1993b)を参照のこと。

(2) 定常状態

モデルの動学は(2)(3)(4)式によって決定付け

られる。定常状態の特性を調べるために、 甲

、-

こで新たに、定常状態において一定値をとる

変数Z 三 jZ，U三主を定義する。
k'" k 

これらを

用いて上記三式を二式に整理・集約すること

でx=O、y=Oの軌跡がそれぞれ次のよう

に得られる110

(5) Y = AX
a
[ c1ー叩)一手]

(6) Y = (1-rQ;)AX
a
[ヰ斗f

定常均衡値f、fはこのシステムの解と

して得られる。 Futagamiet al. (1993a) 

は通常の手法により定常均衡がサドル経路安

定的になることを示しており、それを踏まえ

れば図1-1，1-2 (Appendix， D) のようにノf

ラメタ制約ごとに二通りの位相図を描くこと

が出来る。

このモデルの均斉成長率は公共資本成長率

(3)式より得られ、均衡資本比率を用いて次の

ように表されるo

(3) 

k g 
( 7)戸叩'Ax*αー

k g 

税率・公共投資配分率と均斉成長率

先に Barro-Futagami型モデルの重要なイ

ンプリケーションのーっとして、税率と均斉

成長率の逆U字性に言及したことを想起して

欲しい。 この点について示すため、(7)式を τ

11 (2) (3)式、条件x=Oより(5)式が、 (2) (4)式、

条件y=Oより(6)式がそれぞれ導出される。
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で微分すれば次式が得られる。

竿 =ψ'Ax*aー111 一(1一α)~・与三|
ατ x' aτl 

f のτに対する弾力性を導出12し代入す

ることで、上式は次のように書き換えられる。

_ A __ * a-d， f_， (1 α)仰場l(8)与二 =ψ，Ax*a-111-~ψ+ ¥.l-Uj<jJ:L ~・
Gτ"  a 

{ψ+ilプαx*r]

(8)式の符号は、右辺括弧内第二項が 1より

大きな値をとるか否かによって決定されるこ

とになる。この関係は次式のように整理され

る。

dy* > 
(9)~~0 日 τ=

dτ< - -<ψ 

(9)式は、税率の限界的な上昇が均斉成長率

に及ぼす効果は、最適税率 r*=α/ψ を転換

点としてプラスからマイナスに転じること、

すなわち税率と均斉成長率の聞に逆U字の関

係が成立することを示している。税率の上昇

は均衡における公共・民間資本比率f の上

昇13、換言すれば民間資本一単位当たりの限

界生産力の増大をもたらす。その一方、課税

によって家計が処分可能な所得は減少するこ

とから、民間投資水準もまた低下することに

なる。 (9)式の背景として、こうした相反する

効果の存在を指摘できる140

同様の手続きにより、公共投資配分比率 ψ

についても次式が得られ、

12 Appendix， Aを参照。
13 Appendix， Aの (A-l)を参照。
14 詳細は Futagamiet al. (1993a). pp615を

参照。

〆iy* > 
(10) ~ー =0 -ψ=ー

dψ く

したがって成長率との聞に逆U字性が成立し、

最適な公共投資配分率はザ =α/τであるこ

とを指摘できる。

2 汚職と経済成長

前節において汚職の発生にともなう現象を、

①公共投資配分率の増大、②政官による着服、

③公共資本の生産効果の減少、の三ケースに

集約したことを想起してほしい。ここではこ

れら各ケースについて、新たに汚職パラメタ

を基本モデルに導入し、均斉成長率に及ぼす

影響について考察する。

(1) 公共投資配分率の増大

汚職は事業総額の膨張をもたらし、公共投

資の政府支出に占める比率を上昇させること

が先に指摘された。ここでλ(0ζλ<1)を、

汚職の発生程度を表すノfラメタとして定義す

れば O.=0のとき、その国において汚職は

発生していない)、かかる議論については、

公共投資配分率 ψを汚職の増加関数、すな

わち ψ=ψ(λ)，〆(え)> 0として定式化す

ることで表すことが出来る。ただしこの場合、

先に論じたように ψと均斉成長率は逆U字

型の関係にあることから、 ψの上昇はかなら

ずしも成長率の低下をもたらすわけではなく、

理論的には成長率を上昇させる可能性も残さ

れている。したがっで汚職が公共投資配分率

を、最適レベルrを超えて上昇させるとす

れば、成長率は低下することになると解釈す
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べきであろう。

(2) 政官による予算の着服

公共投資予算の政官による着服率を表すパ

ラメタ 0(0:5: 0 < 1)を定義する。前節まで

のコンテキストに従えば、 0の上昇は、汚職

官僚の数、あるいはプロジェクトあたりのコ

ミッション率の増加を意味している。このタ

イプの汚職を、公共資本蓄積式に新パラメタ

Oを次のような形で盛り込むことで定式化す

る。

(3)' g =叩(1-0)q=叩(1-0)Ak(引
先に述べたように、ここで考える分権問題

では制約条件として公共資本蓄積式を考慮し

ないため、最適消費経路に影響は及ばない。

したがってこの定式化に従えば(5)、(6)式から

成るシステムのうち、 (5)式のみが次のように

変更されることになる。

|τψ(1-0) I 
(5)' y = Axal (1一τψ)-47一|

図2-1，2-2 (Appendix， D) はこのモデル

の位相図である。ここで着服率Oの増大は、

軌道 (5)'の傾き、切片をともに図のように変

化させることになり、 E'が新たな定常均衡

になる。

また均斉成長率は、

(7)' r* =τψ(1-0)Ax*a-l 

として得られるが、ここで若干の計算を行う

ことで15、

15 Appendix， Bを参照。

生三一 ~..._*a-lao ・-r-

[叩(1-0)x.- l
~--;-:----O---'I I < 0 

叩(1-0)x.-'+α(1ー叩)0-1J 

の成立を示すことが出来る。

さきにこのタイプの内生的成長モデルの特

徴として、民間投資に際する正の外部性の存

在を指摘したが、上記の定式化において公共

投資予算の着服は、外部効果を損なうことに

直結している。こうしたメカニズムにより着

服率θの増大は、均斉成長率を低下させるこ'

とになる。

(3) 公共資本の生産効果減

腐敗した政官による公共投資決定プロセス

への介入は、公共資本の生産効率を損なう。

汚職に起因するこの種の影響を表すものとし

て、公共資本の非効率を表すノf ラメタ

φ(0ζ ゆ<1)を定義する。 φの上昇はかか

る非効率性が増大することを意味しており、

ここではそれを用いて生産関数を次のように

定式化する。

Qi = AL~' K/-a
• [(1ーゆ)GJa

集約型では次式のようになる。

(1)" q = A (1 φ刈 ~J
上式から明らかなように、非効率性の増大

は、生産関数の下方シフトをもたらす。した

がって民間・公共資本蓄積式は次のように変

更される。

(2)" k = c1一山(1-o)ak(~ J -c 
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(3)" g=明 =τtpA(I -tþ)αk(~J 

生産関数の変更は、先のケースと異なり、

家計の最適化問題の変更を意味することから、

新たなオイラ一方程式が次式のように導出さ

れる。

(4)" ~ = 
C 

![C1一叩)AC1-tt)a(引(1ーα)寸
(2) "， (3) "， (4)"から土 =0、会 =0の軌跡

はそれぞれ次式のように得られる。

応) ド AO一川[0一叩〉一手]

(6)" y= 

al a+円一 1I 0 
(I一叩)A(I一φ〉γ!と一一一|十と

o 0 

図ふ1，3-2 (Appendix， D)はこのモデル

の位相図である。非効率性ゅの増大は軌道

(5)"， (6)"を図のように変化させ、従って E"

が新たな定常均衡になる160

均斉成長率は、

(7)" r本 =τψ'A(1ーゆ)αx*a-1

として得られ、再び若干の計算を行うこと

で

生と =α叩IA(lーφ)αー1X*a-1

36 

[wvl(1-w-1)1 
屯 1 ー 11< 0 

叩x-1+0-1(1一旬)α 」

16 このケースの場合、新たな定常均衡点の位置
はパラメタ設定によって異なってくる。したがっ
て厳密にいえば位相図に描いた均衡は、ともに

一つの可能性を示すものに過ぎないが、本稿の
関心は均斉成長率にあるため、この点について
は言及するにとどめておく。

17 Appendix， Cを参照。

の成立を示すことが出来る。

上記のモデルでは、公共資本の非効率性に

起因する生産関数の下方シフトは次のような

影響を及ぼしている。第一に、家計が直面す

る最適化問題において、消費の相対的な価値

の上昇と民間投資インセンティブの低下をも

たらし、家計の所得における民間資本への配

分率を低下させる。したがって民間投資から

消費への代替が進む。第二に、生産関数の下

方シフトは、生産量の低下、さらには民間・

公共投資の水準を引き下げることを意味する。

非効率性φの増大は、資本蓄積に対する上

記二種類の悪影響を通じて、均斉成長率の低

下に帰結する。こうした議論は、汚職が(先

のAK型内生的成長モデルによる議論のよう

に)投資に際しての賄賂の徴収といった直接

的な形をとらずとも、民間の投資活動へ影響

することを示唆しているといえるだろう。

W 実証分析

本節では汚職が経済成長に及ぼす影響につ

いて、公共投資に焦点を当てた分析を行う。

分析に先立ち、前節までの議論を整理し、検

証すべき仮説を提示しておきたい。

第一に、腐敗した政官は、賄賂を徴収する

機会を増大させるために、財政支出に占める

公共投資の比率を上昇させるインセンティブ

を持つことが指摘された。かかるメカニズム

は政府部門入り成長モデルにおいて、汚職の

存在が公共投資率を、その最適レベルを超え

てなお上昇させるとすれば、成長率は低下す

ると解釈することが出来る。
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第二に、腐敗した政官は、公共投資支出を

着服することで実質的な公共投資レベ、ルを低

下させるとともに、公共投資予算の配分にディ

ストーションをもたらす可能性があることが

指摘された。理論的に示したように、これら

は本来別々のメカニズムであると考えられる

が、両者は同時に発生することが予想され、

その影響の分離は困難であること、また最終

的にはともに公共投資の生産効果を損なう形

でその弊害は作用することから、ここではそ

れらを統合し検証を行う。以上の認識のもと、

次の二つの仮説が導かれる。

① 汚職は公共投資率を、最適レベルを超え

て増大させることで成長率を低下させる。

② 汚職は公共投資ー単位当たりが持ちうる

効果を阻害し、成長率を低下させる。

以下、使用するデータについて簡単に触れ

た後、次の手順に従い分析結果を提示する。

第一に、仮説①を検証するにあたり公共投資

率を制度インデックスに回帰させる。第二に、

仮説②の検証を行う準備として、公共投資率

と経済成長率の関係を分析する。先行研究に

おいて、公共投資のインパクトについて有意

な結果が得られていないが、かかる状況の原

因のーっとして本研究は、先に理論的に示し

た公共投資率と成長率の逆U字性が存在して

いることを念頭に置く。したがって分析に際

しては、非線形性への対応として二乗項を用

いた推定を行う。その結果を踏まえ仮説②を

検証すべく、係数ダミーを用いた推定を行う。

1 データについて

前述したように、制度に注目した成長回帰

分析は Mauro(1995)、Knackand Keefer 

(1995)らによって開始された。従来、この

種の実証研究はデータ制約ゆえに困難とされ

てきたが、彼らはいずれも民間のコンサルタ

ント会社が提供する制度インデックスを利用

することで、経済成長における制度の重要性

を説得的に示している。本研究もまた先行研

究で用いられたいくつかの制度インデックス

のうち、 lnternationalCountry Risk Guide 

(ICRG)が提供している18I政府の腐敗」を

汚職の代理変数として採用した19。このイン

デックスは、輸出入ライセンスの付与や信用

割り当て等に際する贈収賄の有無を 7段階

(政官が清廉な国ほど高い値)に評価するこ

とで作成されている。

制度データについては、いわば制作側の

“主観"によって制作されていることから、

その信頼性に対してしばしば問題が提起され

ている。しかしその一方で、多くの投資家が

高額の料金を支払った上でこのデータを使用

していること、複数の会社が提供する制度デー

18 先行研究で用いられたこの種のデータとして

は他に、 Business Environmental Risk 
Intelligenceが提供するもの、 Business
Internationalが提供するもの、などが使用可
能である。しかし ICRGのデータはこのうち最
もサンプル数が多いことから頻繁に用いられて

いる。
19 汚職がもっとも少ない国が6の値を、もっと

も深刻な国がOの値をとるべくランク付けされ

ている。詳細については Knackand Keefer 
(1995)を参照のこと。
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タ間の相関係数は高く、インデックス化に関

してコンセンサスが形成されていることなど

から、一定の信頼をおくことが出来ると考え

られており (Barro and Sa-la-i Martin 

1995 ; Mauro 1997)、本研究もまたそうした

認識に上に立つ。

使用するその他のデータについては、一人

当たり GDP成長率を、 PennWorld Table 

Mkふ6より作成したほか、 PINV(公共投資

率λGDP70(一人当たり所得1970年対数値)、

SEC70 (中等学校就学率 1970年値)、

PINSTAB (社会・政治安定性)、 SAFRICA

(サブサハラアフリカ地域ダミー)はいずれ

もBarroが提供するデータセットをソース

としている 20。分析期間は 1970年~92年と

し21、各変数の使用に際しては GDP70、

SEC70をのぞきすべて期間平均値(制度イ

ンデックスは1980年代初頭から 92年前後ま

で)をとる。

2 実証分析結果

(1) 汚職と公共投資率

ここでは先に提示した仮説①の検証を行う。

次式はPINV(公共投資率)をGQUA(制度

インデックス)に回帰させた結果である(括

弧内はP値)。

20 Barro and Lee (1994).“Data Set for a 
Panel of 138 Countries. "このデータはイン

ターネット上 (http://www.nuff.ox.ac.uk/E
conomics/Growth/barlee.htm)よりダウン

ロード可能である。

21 制度インデックスの利用可能期間が限られて
いることから先行研究において採られた同様の
措置に習うものである。

PINV = 0.05994 + 0.00097 GQUA 

(0.00) (0.6895) 

自由度修正済み決定係数=-0.0088 

サンプル数103

理論的には汚職の存在は公共投資率を上昇

させると考えられることから、上記推定式に

おいてGQUAの係数の符号はマイナスにな

ることが予想される。しかし結果から明らか

なように GQUAの符号はプラスであり、か

っ統計的に有意になっていない。この結果と、

両者の相関係数は、 -0.133と低い値である

ことをあわせ、汚職の蔓廷が公共投資率の上

昇を招くとの仮説は、本研究のフレームワー

クにおいては支持されなかったと結論付けた

0
 

2
 

。，“

、・
lv

(2) 公共投資と経済成長一逆U字性の検証

仮説②の検証に先立ち、公共投資と経済成

長の関係分析を行う。両者の関係については、

Barro (1991)や Easterlyand Rebelo (1993) 

をはじめ、多くの研究がなされているが、い

ずれも有意な結果は得られていない。ただし

ここで注意したいのは、いずれも通常の線型

の推定式が用いられていることである。先に

論じたように、理論的には成長率と公共投資

率との聞に逆U字の関係が予想されることか

ら、本節の分析においてはかかる非線形性へ

の対応としてPINV(公共投資率)の二乗項、

PINV ~ 2を説明変数として使用する。すな

22 Mauro (1997)もまた同様の結果を得ている。
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表 1 公共投資率と経済成長

1 2 
C 0.0858 0.1381 

0.00 0.00 
GDP70 -0.0084 -0.0183 

0.00 0.00 
SEC70 0.00039 0.00022 

0.022 0.298 
PINSTAB -0.0385 -0.0243 

O.∞ 0.06 
SAFRICA -0.021 0.033 

0.00 0.00 
GQUA 0.008 

0.00 
PINV 

PIVV内 2

Adj.R -2 0.1938 0.3682 
サンプル数 104 94 

注1) 下段はP値

注2) 全てホワイトの SEを使用。

3 
0.1314 
0.00 

-0.0179 
0.00 

5.28E-0.6 
0.977 
0.0093 
0.45 

-0.033 
0.00 
0.010 
0.00 
0.009 
0.804 

0.3873 
88 

4 

0.1193 
0.00 

0.0172 
0.00 

-4.42E-0.5 
0.811 
0.0066 
0.59 
0.032 
0.00 
0.010 
0.00 
0.158 
0.098 
-0.750 

0.022 
0.4002 
88 

5 

0.0911 
0.00 

-0.0133 
0.00 

-0.029 
0.00 
0.008 
0.00 
0.215 
0.017 
-0.885 

0.004 
0.4041 
100 

注3) サンプル数の相違はすべてデータの入手可能性による。

わち PINVとPINV-2を同時にコントロー

ルした場合、前者はプラスの符号、後者はマ

イナスの符号をそれぞれ示すことが期待され

る。

表 1は基本的な成長回帰分析に習い、

GDP成長率を経済成長の決定要因に回帰さ

せた結果を示している。 1式は基本推定式で

あり、 2式は GQUA(制度インデックス)

を説明変数に加えたものである。両式におい

て、 GDP70の係数推定値がマイナスの符号

で有意になっていることから、条件付き収束

現象の成立を確認できる。

また 2式において.GQUAがプラスの符号

で有意になっており、さらに収束性を示す

GDP70の係数推定値が大きくなるとともに

P値も若干ながら改善 (0.0022→0) されて

いることから、経済成長の決定要因として制

度の質が重要であることを改めて確認できる。

また SEC70(教育水準)の係数推定値が統

計的に有意でなくなっており、 PINSTAB

(政治安定性)のP値も悪化しているが、こ

れらは両変数が制度の質と伺らかの関係にあ

ることを示している230

3式はこの分析で焦点となる PINVを説明

変数に加えたものである。ここで明らかなよ

うに、先行研究同様、係数推定値は統計的に

有意にならないとの結果が得られている。

4式は先の理論的なインプリケーションに

基づき、非線形性への対応として、 PINV-2 

(公共投資率の二乗項)を説明変数に加えた

ものである。この結果で注目したいのは、理

23 Svensson(1998)は制度効率性の決定要因とし

て、とくに政治的安定性が重要であることを理
論・実証の両面より指摘している。
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論に基づく先の予想を裏付ける形で、すなわ

ちPINVはプラスの符号で、また PINV̂  2 

はマイナスの符号で、両者ともに統計的に有

意になっていることである。

5式は 4式において有意になっていない

SEC70、PINSTSABを説明変数より取り除

き推定したものである。ここでも 4式同様に

PINV、PINV^ 2は期待通りの符号で統計的

に有意になっていることを確認できる。した

がって以上の結果から、 Barro、Futagami

が理論的に示した公共投資率と成長率閣の逆

U字性が裏付けられたと結論付けたい。

(3) 汚職・公共投資・経済成長

前項の分析結果を踏まえ、仮説②「汚職は

公共投資ー単位当たりが成長率に及ぼす効果

を阻害するjの検証を行う。分析に先立ち制

度インデックス上位25%の国が1の値を、そ

れ以外の国がOの値をとるダミー変数Dum

を作成した。次式は推定結果を示しているが、

ここで;Dumは二つの公共投資変数の係数ダ

ミーとしてそれぞれ用いられている(括弧内

はP値)。

推定結果から、二つの公共投資変数のみな

らず、係数ダミーを用いた項もまた統計的に

GR=0.0776-0.0084 GDP70-0.0267 SAFRICA 

(0.00) (0.00) (0.00) 

有意になっていることが解る。したがって第

一に、公共投資が成長率に及ぼす効果は公的

制度の優劣によって異なってくることを確認

できる。

また下図は、得られた推定結果を用いて、

公共投資率と成長率の対応関係を示したもの

である240 分析対象国における公共投資率の

最高値は25%前後であることを考えれば、

図より、経済的に意味のある範囲において、

公共投資のプラスの効果は制度上位国におい

てより大きなものとなることを指摘でき

る25。したがって効率的な制度を有する国は、

汚職に起因する弊害を被ることなく、公共投

資の効果をより多く享受していること、すな

わち仮説②が裏付けられたと結論づけたい。

0.04 

0.03 

告ト
略 0.01
f言

ー0.01

-0.02 

公共投資率と経済成長率

0.05 013 

公共投資率一一一一制度インデックス上位国

-制度インデックス下位固

+0.1825 PINV -0.7012 PINV ̂ 2+0.3528 Dum * PINV -1.3864 Dum * PINV ̂ 2 

(0.08) (0.07) (0.00) 

24 簡単のため、図示するにあたり他の説明変数

をゼロの定数項として取り扱っている。

(0.00) 

自由度修正済み決定係数=0.2847 サンプル数 100

25 分析対象とした 100カ国のうち、 20%以上の
公共投資率を記録しているのは二カ国(アルノ
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V 結論

以上、制度と経済成長の関係について、公

共投資に焦点を当て議論してきた。政府部門

入り内生的成長モデルに基づく理論分析では、

第ーに、政官の腐敗が公共投資率を、最適レ

ベルを超えて上昇させるとき、均斉成長率が

低下すること、第二に、政官の腐敗は予算の

着服だけでなく、プロジェクトの配分にディ

ストーションをもたらすことで公共資本の生

産効果を蝕み、均斉成長率を低下させること

がそれぞれ指摘された。

またこうした議論をうけた実証分析では、

汚職と公共投資率との聞に有意な関係はみら

れなかったものの、公共投資率と成長率との

逆U字性が新たに確認されるとともに、政官

の質によって公共投資の効果が異なるとの仮

説が裏付けられた。かかる結果をこれまでの

議論に照らし合わせれば、効率的な制度、清

廉潔白な政官を擁する国家においては、予算

の着服やプロジェクト決定に際する非経済的

要因の介入といった事態が発生せず、公共投

資がより大きな効果を上げているものと解釈

することが出来る。すなわち本研究の理論・

実証両面からのアプローチにより、政官の汚

職が成長率に影響するチャンネルとして、新

たに公共投資の存在を提示することが出来た

といえるだろう。

しかしながら残された課題も多い。たとえ

ば理論分析については分析が定常均衡のみに

¥ジエリア、ハンガリー)のみであることから、
それらは異常値といえるかもしれない。したがっ

てこの二カ国を取り除き推定を行ったが、得ら
れるインプリケーションは同様であった。

限られていることが挙げられる。また実証分

析については、汚職に伴う予算着服と、配分

の歪みという二つの影響を統合し分析してい

ること、あるいは推定結果の頑健性の問題な

どを指摘できる。したがってこうした点の改

善に今後取り組むべきであろう。

*投稿受付 2001年 8月10日

最終稿受理 2001年10月31日
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Appendix 

A. x*のτに対する弾力性の導出

このモデルではf が明示的に得られない

ので、 (5)(6)式からなるシステムを全徴分、ク

ラーメル法則を用いると次式が得られる。

(A.l) 

| 一 凶f ーし山 ~I 
一ψo-IA(1ーα)x*aーψ'Ax柑 1

111 

= 1 Jψ+よ (1 -a)~x*1. 
(1-α) 1" - σ |  

[柳川+シ(1ヤ)J> 0 

したがって弾力性の形に直せば次式が導かれ

る。

(A.2) 
τ dx事

Z事 dτ

古 [ψ+i!プペ
[肘(1-Z)げ r1

B.θr*/ao < 0の導出

均斉成長率を表す式、

(7)' r* =叩(1-o)Ax*αー1

をOで微分すれば、

見目指

(B.1)こI

θθ 

ー τψ'Ax*a-1+τψ(ト θ)(α l)Ax*a-2.生三
dθ 

が得られる。したがって汚職による均衡資本

比率の変化dx*/dθを求めることが必要とな

るが、上と同様に (5)'(6)式からなるシステ

ムを全微分、クラーメル法則を用いると次式

が得られる。

|叩'Ax*αー1 11 
(B.2)生三一 |o 11 

dO 一 111

一叩|叩(1一θ) ，α(1一叩)l一
一 一一

ここでα-1< 0、括弧内はプラスであるこ

とから、 dx*/dθ<0成立する。

上式を(B.1)式に代入し整理することで、

生三=叩>Ax*a-1
30 

..-'----c_---，，:--_-;-， - 1 I < 0 
[叩(1-0)X*-1 ，l 
叩(1-0)X*-I+α(1一叩)0-1 • J 

が導かれる。ここで括弧内の分数式は 1より

小となるため、。r/θ0<0が成立する。

c. 87*/δφ<0の導出

このモデルの均斉成長率を表す式、

(7)" r事 =τrpA(1ーφ)ax*a-l

をφで微分すれば、

(C.1)生三=一仰IA(1一φ)α 1X*a-1。φ
+(α-1)τ凶 (1-o)ax*α 互主と

dゆ

上に同じく (5)"(6)"式より、次式が得られる。

(C.2)生土=
dφ 

αx*[叩'X*-I+σ一1(1一τ)(α-1)J
(1 φ)(1 α) [叩'X*-I+ασ一1(1ーτ)J

上式の符号を特定するためには、パラメタ設

定が新たに必要である。 (C.l)に代入し整理
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すれば次式が成立する。

生三 =α叩>A(1一φ)α 1X*a-1

ao 

[柳川村一1(1-rq1)(α-1) ん
叩'X*-1十Uー1(1一叩)α -J --

D.位相図

図 1-1

U 

ρ/σ 

図 2-1

U 

ρ/σ 

σ+α>1 

叩/(1一叩)

τψ(1一θ)/(1一τψ)

(5) 

つ
x 

x 

x=o 

図 1-1

U 

ρ/σ 

図 2-1

U 

ρ/σ 

σ+α>1 

叩/(1一叩)

τψ(1-0)/(1一叩)

163 

(5) x=o 

y=O 

x 

x 
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図 3-1

U 

ρ/σ 

τψ/(1一τψ)
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Institution， Public Investment， and Growth: 
Theory and Evidence 

FUKUMI Atsushi * 

Abstract 

The purpose of this paper is to examine the effect of corruption on 

economic growth， focusing on the role of public investment. 

The previous literature says that corrupted politicians and bureaucrats 

not only steal public money but also distort the allocation of public invest-

ment. Following these studies， we investigate the effect of corruption based on 

the Bar・ro-Futagamitype endogenous growth model. Theoretically， we conclude 

that corruption lowers the growth rate in the steady司 stateequilibrium， in case 

of (a) corruption increases the share of public investment in the total 

government expenditure over the optimal rate， (b) corruption worsens the 

quality of public capital or decreases the rate of public capital accumulation. 

First we examine the case (a) in this paper， there are no significant 

relationship between corruption and the share of public investment. Second we 

investigate the case (b) based on the recent growth regression approach. One 

difficulty of this analysis is the possibilities that there exist inverted-U 

relationship between the rate of public investment and growth， as the 

Barro-Futagami model implies. In order to cope with this， we run OLS 

regressions using the nonlinear specification. The regression results show the 

existence of this inverted-U relationship. Finally we examine whether there are 

differences in the impacts of public investment between corrupted and less 

corrupted countries by using dummy variables. From the regression results， 

we find that the impact of public investment on economic growth in less 

corrupted countries is larger than that in corrupted countries. Thus we 

conclude that public sector's corruption hamper the impact of public invest-

ment and lower the growth rate. 

* Graduate Student， Graduate School of lnternational Cooperation Studies， Kobe University. 


